
 市では、環境基本条例に基づいて、市の

環境の保全の施策と環境の状況をまとめ、

公表しています。 

 このほど、今

年度分が市役所

(各総合事務所)

や図書館などで

公表されたほ

か、ホームペー

ジにアップされ

ました。 

 地球温暖化が

進み、二酸化炭

素の排出をゼロ

にする取組が一刻の猶予もなく求められて

いる中で、多くの市民が地域の環境に大き

な関心を寄せています。この報告書は、そ

うした市民の関心に応え、現状を知る上で

大きな材料になりそうです。 

 この報告書によると、二酸化炭素の排出

量は、2017年度の市全域からの温室効果ガス

排出量が2,109,800t-CO2で、基準年である

2012年度と比較して355,7000t-CO2(14.4％)の

減少となったことがわかります。このペー

スでいくと、2030年までに約36％削減できそ

うです。しかし、国連IPCC報告書では、2030

年までに2010年比で45％の削減が必要とされ

ていますので、かなり不足です。しかも、

市役所が行う事業の温室効果ガス排出量の

推移を見ると、2014～2020年でほとんど削減

されていません。 

 今こそ、考えられるあらゆる手段で脱炭

素に向けた取組を加速することが求められ

ています。 
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Ｒ
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３
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感
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Ｃ
Ｒ

検
査
な
ど
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
県
に
強

く
要
請
す
る
こ
と
。
ま
た
、
上
越
市
内

の
無
症
状
者
向
け
無
料
検
査
所
の
周
知

に
つ
い
て
は
、
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刷
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手
立
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に
強
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と
。 

 

② 

高
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者
施
設
や
医
療
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な
ど
の
職

員
、
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係
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て
、
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査
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時
に
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査
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提
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査
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ま
た
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必
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に
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も
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追
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求
め
る
こ
と
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に

せ
ず
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ェ
ッ
ク
で
き

る
体
制
を
つ
く
る
こ
と
。 

４ 

感
染
者
等
の
生
活
支
援
に
つ
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児
童
や
要
介
護
者
が
感
染
し
、
同
居

家
族
が
看
護
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た

際
に
、
安
心
し
て
必
要
な
看
護
が
で
き

る
よ
う
休
業
補
償
な
ど
必
要
な
支
援
を

行
う
こ
と
。 
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ま
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止
等
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う
協
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や
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な
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係
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の
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と
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お
し
ぼ
り
業
者
や
運
転
代
行
業
者
、

食
材
の
運
送
事
業
者
な
ど
、
上
記
の
協

力
金
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の
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象
に
な
っ
て
い
な
い
周

辺
事
業
者
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の
支
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を
行
う
こ
と
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住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
促
進
事
業
の
拡
充

を
行
い
、
応
募
者
の
多
数
が
助
成
の
対

象
に
な
ら
な
か
っ
た
と
い
う
今
年
度
前

期
の
轍
を
踏
ま
な
い
こ
と
。 
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連 橋爪 法一 (吉川区代石) 
絡 上野 公悦 ( ) 
先 平良木哲也 (上中田(金谷区)) 

 ＪＲ西日本が大糸線の糸魚川－南小谷(長

野県小谷村)間の廃止も視野に検討している

ことを明らかにしました。 

 この問題は、決して他人事ではありませ

ん。上越市の鉄道も、単独の採算を考えると

決して安定した経営とは言えず、利益だけを

目的にするならば、廃止されかねない状況で

す。 

 しかし、鉄道は市民にとってはかけがえの

ない日常の足です。そして、駅はそれぞれの

地域の核になる施設でもあります。｢公共交

通｣と言われるの

は、こうして地域を

守る営みを続けてい

るからこそです。 

 地元糸魚川市で

は、市長はじめ多くの市民から存続を求める

声が出され、市をあげての運動が盛り上がり

つつあります。 

 隣町の市民として、また同様の不採算路線

を抱える市民として、糸魚川市民と連携を深

めていくことが大事ではないでしょうか。 


